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研究成果の概要（和文）：この3年の間,研究実施計画に照らし本研究を順調に進めることができた。沖縄の訴訟
統計について，これまで誰も検討してこなかった新しい発見を行い，また全国の各地域の,訴訟利用や司法制度
利用のありようについて,新規性のある，また理論的にも注目すべき研究成果が蓄積された。最終年においては,
これまで集めた知見を包括的な視点からまとめるとと共に,今後に展開されるべき新しい領域を開拓していくこ
とができ,新しく得た離島調査のデータも踏まえ,充実したものとすることができた。その中で,認定司法書士に
よる簡裁代理の地方差という新課題を発見し,本年度の新規の科研費獲得につなげた。

研究成果の概要（英文）：In the last three years, this research has been successful in a 
well-designed manner based on the initial research plan. I have made new discoveries about the 
lawsuit statistics of Okinawa in a way no one could have been reviewed so far. And I have also 
formulated and accumulated some new and theoretically intriguing aspects of the use of litigation, 
mediation and other dispute resolution methods in the judicial systems in various regions of the 
country. In the final year, I have been able to develop new academic research fields that are 
expected to be developed in the future, as well as collecting knowledge from a comprehensive 
viewpoint. In doing so, I discovered new issues, such as regional differences in legal 
representation rates by a certified judicial scriveners in summery courts, which led to the 
acquisition of new grant this year.

研究分野：法社会学
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１．研究開始当初の背景の背景背景

　先進諸国の中で日本の裁判利用率が顕著にの背景中で日本の裁判利用率が顕著にで日本の裁判利用率が顕著に日本の裁判利用率が顕著にの背景裁判利用率が顕著にが顕著に顕著にに

低い原因を巡っては、法意識・法文化といっい原因を巡っては、法意識・法文化といっ原因を巡っては、法意識・法文化といっを巡っては、法意識・法文化といっ巡っては、法意識・法文化といっっては、法意識・法文化といっとい原因を巡っては、法意識・法文化といっっ

た主観的・間主観的要因に原因を求める立場主観的・間主観的要因を巡っては、法意識・法文化といっに原因を巡っては、法意識・法文化といっを巡っては、法意識・法文化といっ求める立場める立場立場

(文化といっ説)、制度のありように原因を求める立場の背景ありように原因を巡っては、法意識・法文化といっを巡っては、法意識・法文化といっ求める立場める立場立場

(制度のありように原因を求める立場説)、利用者の合理的選択の結果だとするの背景合理的選択の結果だとするの背景結果だとするだとする立場

立場(合理的選択の結果だとする説)、それらを巡っては、法意識・法文化といっ統合的に考えるえる立場

立場(統合説)が顕著に存在する。しかしながら具体的する立場。しかしなが顕著にら具体的

データを用いてこれら各理論の妥当性を実証を巡っては、法意識・法文化といっ用い原因を巡っては、法意識・法文化といってこれら各理論の妥当性を実証の背景妥当性を実証を巡っては、法意識・法文化といっ実証

的に検証した主観的・間主観的要因に原因を求める立場研究は、い原因を巡っては、法意識・法文化といっまだ十分とは言い難とは言い難い原因を巡っては、法意識・法文化といっ難

い原因を巡っては、法意識・法文化といっ状況であった。日本各地の地方裁判所・簡で日本の裁判利用率が顕著にあった主観的・間主観的要因に原因を求める立場。日本の裁判利用率が顕著に各地の地方裁判所・簡の背景地の地方裁判所・簡方裁判所・簡

易裁判所の背景裁判利用、弁護士代理の背景ありよう

さらには超低い原因を巡っては、法意識・法文化といっ利用などの背景時系列的変化といっや各地各地の地方裁判所・簡

間の背景比較し、さらに占領期・返還後を通じたし、さらに占領期・返還後を通じたを巡っては、法意識・法文化といっ通じた主観的・間主観的要因に原因を求める立場

沖縄における司法利用のありかたの変化に注における立場司法利用の背景ありかた主観的・間主観的要因に原因を求める立場の背景変化といっに注

目し、それを本土各地のデータと比較検討すし、それを巡っては、法意識・法文化といっ本の裁判利用率が顕著に土各地の地方裁判所・簡の背景データを用いてこれら各理論の妥当性を実証と比較し、さらに占領期・返還後を通じた検討すす

る立場ことで日本の裁判利用率が顕著に、この背景古典的論の妥当性を実証争に、新しい視点とに、新しい視点としい原因を巡っては、法意識・法文化といっ視点とと

情報とを加えることができ、ひいては日本のとを巡っては、法意識・法文化といっ加えることができ、ひいては日本のえる立場ことが顕著にで日本の裁判利用率が顕著にき、ひい原因を巡っては、法意識・法文化といっては日本の裁判利用率が顕著にの背景

法的紛争に、新しい視点と処理の背景ありようについ原因を巡っては、法意識・法文化といっての背景有益な知な知

見を得ることができると考えた。を巡っては、法意識・法文化といっ得ることができると考えた。る立場ことが顕著にで日本の裁判利用率が顕著にきる立場と考えるえた主観的・間主観的要因に原因を求める立場。

２．研究の背景目し、それを本土各地のデータと比較検討す的

本の裁判利用率が顕著に研究の背景目し、それを本土各地のデータと比較検討す的は、国の中で日本の裁判利用率が顕著に内各地の地方裁判所・簡の背景人口あたりの訴あた主観的・間主観的要因に原因を求める立場りの背景訴

訟利用率が顕著にや各地弁護士利用率が顕著にの背景通時的変遷、特にに

顕著にな特に徴を持つ返還後の沖縄とその他の地を巡っては、法意識・法文化といっ持つ返還後の沖縄とその他の地つ返還後を通じたの背景沖縄における司法利用のありかたの変化に注とその背景他の地の背景地の地方裁判所・簡

域との差異を実証的に比較検討することを通との背景差異を実証的に比較検討することを通を巡っては、法意識・法文化といっ実証的に比較し、さらに占領期・返還後を通じた検討すする立場ことを巡っては、法意識・法文化といっ通

じて、日本の裁判利用率が顕著にの背景紛争に、新しい視点と処理の背景ありように新しい視点としい原因を巡っては、法意識・法文化といっ光

を巡っては、法意識・法文化といっ当てようと試みるものである。日本の紛争みる立場もの背景で日本の裁判利用率が顕著にある立場。日本の裁判利用率が顕著にの背景紛争に、新しい視点と

処理の背景実態に新しい光を当て、司法制度利用に新しい視点としい原因を巡っては、法意識・法文化といっ光を巡っては、法意識・法文化といっ当て、司法制度のありように原因を求める立場利用

率が顕著にの背景低い原因を巡っては、法意識・法文化といっさの背景原因を巡っては、法意識・法文化といっを巡っては、法意識・法文化といっめぐる立場議論の妥当性を実証に新しい視点としい原因を巡っては、法意識・法文化といっ素材とと

理論の妥当性を実証的視点とを巡っては、法意識・法文化といっ提供しようと試みるものであるしようと試みるものである。日本の紛争みる立場もの背景で日本の裁判利用率が顕著にある立場

すなわち，戦後日本の訴訟利用形態の変動戦後を通じた日本の裁判利用率が顕著にの背景訴訟利用形態に新しい光を当て、司法制度利用の背景変動

を巡っては、法意識・法文化といっ、地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通ごとの背景訴訟率が顕著にや各地弁護士利用率が顕著にの背景変

遷の背景中で日本の裁判利用率が顕著にに探り、特に返還直後は顕著な固有り、特にに返還直後を通じたは顕著にな固有

の背景特に徴を持つ返還後の沖縄とその他の地を巡っては、法意識・法文化といっ示していた沖縄が、漸進的に本土してい原因を巡っては、法意識・法文化といった主観的・間主観的要因に原因を求める立場沖縄における司法利用のありかたの変化に注が顕著に、漸進的に本の裁判利用率が顕著に土

各地の地方裁判所・簡と近接していくことに着目しその原因してい原因を巡っては、法意識・法文化といっくことに着目し、それを本土各地のデータと比較検討すしその背景原因を巡っては、法意識・法文化といっ

を巡っては、法意識・法文化といっ検討すする立場。そうした主観的・間主観的要因に原因を求める立場地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通ごとの背景通時的・

共時的比較し、さらに占領期・返還後を通じた研究を巡っては、法意識・法文化といっ通じて、日本の裁判利用率が顕著にの背景司法制度のありように原因を求める立場

利用の背景阻害要因を巡っては、法意識・法文化といっを巡っては、法意識・法文化といっ探り、特に返還直後は顕著な固有ろうとする立場もの背景で日本の裁判利用率が顕著にある立場

３．研究の背景方法

　まず司法統計などに基づき、都道府県別の司法統計などに基づき、都道府県別のなどに基づき、都道府県別のづき、都道府県別のの背景

戦後を通じたの背景地の地方裁判所・簡裁・簡裁利用率が顕著にと弁護士代理率が顕著にの背景変

遷を巡っては、法意識・法文化といっ包括的に同定し、そこにおける各種特徴し、そこにおける立場各種特に徴を持つ返還後の沖縄とその他の地

を巡っては、法意識・法文化といっ類型化といっしその背景規定し、そこにおける各種特徴要因を巡っては、法意識・法文化といっを巡っては、法意識・法文化といっ仮説的に検討すした主観的・間主観的要因に原因を求める立場

次に沖縄の占領中、戦後の司法制度利用の実に沖縄における司法利用のありかたの変化に注の背景占領中で日本の裁判利用率が顕著に、戦後を通じたの背景司法制度のありように原因を求める立場利用の背景実

態に新しい光を当て、司法制度利用・動態に新しい光を当て、司法制度利用の背景特に徴を持つ返還後の沖縄とその他の地を巡っては、法意識・法文化といっ，戦後日本の訴訟利用形態の変動入手困難な琉球司法統計などに基づき、都道府県別の

などを巡っては、法意識・法文化といっ国の中で日本の裁判利用率が顕著に会図書館にまで出向き関係資料を複にまで日本の裁判利用率が顕著に出向き関係資料を複き関係資料を複を巡っては、法意識・法文化といっ複

写依頼することなどしたことも含め情報収集する立場ことなどした主観的・間主観的要因に原因を求める立場ことも含め情報収集め情報とを加えることができ、ひいては日本の収集

を巡っては、法意識・法文化といっ行い，その内容を分析し、日本の他地域やい原因を巡っては、法意識・法文化といっ，戦後日本の訴訟利用形態の変動その背景内容を分析し、日本の他地域やを巡っては、法意識・法文化といっ分とは言い難析し、日本の他地域やし、日本の裁判利用率が顕著にの背景他の地地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通や各地

全国の中で日本の裁判利用率が顕著に的傾向き関係資料を複との背景異を実証的に比較検討することを通同を巡っては、法意識・法文化といっ確定し、そこにおける各種特徴し、それを巡っては、法意識・法文化といっ説明すす

る立場理論の妥当性を実証的仮説を巡っては、法意識・法文化といっ検討すした主観的・間主観的要因に原因を求める立場。さらに数字だけかだけか

らで日本の裁判利用率が顕著には見を得ることができると考えた。えてこない原因を巡っては、法意識・法文化といっ実態に新しい光を当て、司法制度利用を巡っては、法意識・法文化といっ、現地の地方裁判所・簡の背景法律家やや各地

裁判所に対する訪問調査や記録の収集検討にする立場訪問調査や記録の収集検討にや各地記録の収集検討にの背景収集検討すに

よってより正確にかつ深く理解するよう努めく理解するよう努めする立場よう努めめ

た主観的・間主観的要因に原因を求める立場。

　沖縄における司法利用のありかたの変化に注本の裁判利用率が顕著に島および，宮古島，八重山諸島におおよび，戦後日本の訴訟利用形態の変動宮古島および，宮古島，八重山諸島にお，戦後日本の訴訟利用形態の変動八重山諸島および，宮古島，八重山諸島におにお

い原因を巡っては、法意識・法文化といって現地の地方裁判所・簡調査や記録の収集検討にを巡っては、法意識・法文化といっ行い，その内容を分析し、日本の他地域やい原因を巡っては、法意識・法文化といっ，戦後日本の訴訟利用形態の変動弁護士，戦後日本の訴訟利用形態の変動司法書士，戦後日本の訴訟利用形態の変動弁

護士会，戦後日本の訴訟利用形態の変動司法書士会，戦後日本の訴訟利用形態の変動裁判所，戦後日本の訴訟利用形態の変動法テラス，戦後日本の訴訟利用形態の変動公

設事務所，戦後日本の訴訟利用形態の変動検察庁，戦後日本の訴訟利用形態の変動公民館にまで出向き関係資料を複などを巡っては、法意識・法文化といっ訪問しイン

タを用いてこれら各理論の妥当性を実証ビュー調査や記録の収集検討にを巡っては、法意識・法文化といっ行い，その内容を分析し、日本の他地域やった主観的・間主観的要因に原因を求める立場。

　それらを巡っては、法意識・法文化といっ通じて仮説の背景妥当性を実証を巡っては、法意識・法文化といっ検証する立場と

ともに、その背景結論の妥当性を実証を巡っては、法意識・法文化といっ従来の低訴訟率をめぐるの背景低い原因を巡っては、法意識・法文化といっ訴訟率が顕著にを巡っては、法意識・法文化といっめぐる立場

諸議論の妥当性を実証と突き合わせることで、その射程や妥き合わせる立場ことで日本の裁判利用率が顕著に、その背景射程や妥や各地妥

当性を実証を巡っては、法意識・法文化といっ測り、理論の発展・深化を追求した。り、理論の妥当性を実証の背景発展・深く理解するよう努め化といっを巡っては、法意識・法文化といっ追求める立場した主観的・間主観的要因に原因を求める立場。

以上の研究成果を適切なかたちで発表するとの背景研究成果だとするを巡っては、法意識・法文化といっ適切なかたちで発表するとなかた主観的・間主観的要因に原因を求める立場ちで日本の裁判利用率が顕著に発表するとする立場と

ともに、司法制度のありように原因を求める立場改革等への政策的示唆につへの背景政策的示していた沖縄が、漸進的に本土唆につにつ

い原因を巡っては、法意識・法文化といっても検討すした主観的・間主観的要因に原因を求める立場。

　こうした主観的・間主観的要因に原因を求める立場方法の背景特に色は，国内の一地域の歴は，戦後日本の訴訟利用形態の変動国の中で日本の裁判利用率が顕著に内の背景一地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通の背景歴

史的経験を素材に、実証的手法によって、古を巡っては、法意識・法文化といっ素材とに、実証的手法によって、古

典的論の妥当性を実証争に、新しい視点とに、従来の低訴訟率をめぐるとは異を実証的に比較検討することを通なる立場光を巡っては、法意識・法文化といっ当て、法と

社会に関わる立場理論の妥当性を実証と認識の背景深く理解するよう努め化といっを巡っては、法意識・法文化といっはかる立場点とに

ある立場。戦後を通じたの背景司法統計などに基づき、都道府県別のを巡っては、法意識・法文化といっ用い原因を巡っては、法意識・法文化といった主観的・間主観的要因に原因を求める立場実証研究には

い原因を巡っては、法意識・法文化といっくつか先行い，その内容を分析し、日本の他地域や研究が顕著にある立場が顕著に，戦後日本の訴訟利用形態の変動沖縄における司法利用のありかたの変化に注は例外的な

もの背景としてそこからは除外されてきた主観的・間主観的要因に原因を求める立場。本の裁判利用率が顕著に研

究で日本の裁判利用率が顕著には逆に，あえて例外とされたものに着目に，戦後日本の訴訟利用形態の変動あえて例外とされた主観的・間主観的要因に原因を求める立場もの背景に着目し、それを本土各地のデータと比較検討す

し，戦後日本の訴訟利用形態の変動そこに目し、それを本土各地のデータと比較検討すを巡っては、法意識・法文化といっ凝らした。社会科学的に有意らした主観的・間主観的要因に原因を求める立場。社会科学的に有意

義な視角は，平均値や代表的傾向性，共通性な視角は，平均値や代表的傾向性，共通性は，戦後日本の訴訟利用形態の変動平均値や代表的傾向性，共通性や各地代表すると的傾向き関係資料を複性を実証，戦後日本の訴訟利用形態の変動共通性を実証

からで日本の裁判利用率が顕著になく，戦後日本の訴訟利用形態の変動例外状況であった。日本各地の地方裁判所・簡や各地特に異を実証的に比較検討することを通値や代表的傾向性，共通性，戦後日本の訴訟利用形態の変動周縁性を実証の背景中で日本の裁判利用率が顕著に

からこそ析し、日本の他地域や出される立場ことが顕著にままある立場。島および，宮古島，八重山諸島にお嶼地の地方裁判所・簡



域との差異を実証的に比較検討することを通とい原因を巡っては、法意識・法文化といっうだけで日本の裁判利用率が顕著になく，戦後日本の訴訟利用形態の変動固有の背景歴史を巡っては、法意識・法文化といっ持つ返還後の沖縄とその他の地ちなが顕著に

ら，戦後日本の訴訟利用形態の変動近代以降その否定の上に本土への統合がその背景否定し、そこにおける各種特徴の背景上の研究成果を適切なかたちで発表するとに本の裁判利用率が顕著に土への背景統合が顕著に

進められ，戦後日本の訴訟利用形態の変動次に沖縄の占領中、戦後の司法制度利用の実い原因を巡っては、法意識・法文化といっで日本の裁判利用率が顕著に第二次に沖縄の占領中、戦後の司法制度利用の実大戦で日本の裁判利用率が顕著に捨て石とされて石とされとされ

焦土と化といっし，戦後日本の訴訟利用形態の変動さらに米国の中で日本の裁判利用率が顕著にの背景統治下におかれたにおかれた主観的・間主観的要因に原因を求める立場

特に異を実証的に比較検討することを通な歴史的経験を素材に、実証的手法によって、古を巡っては、法意識・法文化といっもつ沖縄における司法利用のありかたの変化に注の背景法と社会の背景あ

りようは，戦後日本の訴訟利用形態の変動日本の裁判利用率が顕著にの背景法と社会を巡っては、法意識・法文化といっ逆に，あえて例外とされたものに着目照射する立場光源

となった主観的・間主観的要因に原因を求める立場。沖縄における司法利用のありかたの変化に注における立場司法統計などに基づき、都道府県別のを巡っては、法意識・法文化といっ分とは言い難析し、日本の他地域やする立場

前提として，戦後日本の訴訟利用形態の変動その背景司法の背景た主観的・間主観的要因に原因を求める立場どってきた主観的・間主観的要因に原因を求める立場歴史，戦後日本の訴訟利用形態の変動

特にに米国の中で日本の裁判利用率が顕著に統治下におかれたの背景司法や各地法律家やの背景有り様につ

き，戦後日本の訴訟利用形態の変動検討すした主観的・間主観的要因に原因を求める立場。次に沖縄の占領中、戦後の司法制度利用の実に，戦後日本の訴訟利用形態の変動米国の中で日本の裁判利用率が顕著に統治時代を巡っては、法意識・法文化といっ含め情報収集む戦戦

後を通じたの背景司法統計などに基づき、都道府県別の等への政策的示唆につを巡っては、法意識・法文化といっもとに，戦後日本の訴訟利用形態の変動弁護士数や各地各種の背景

訴訟率が顕著にとい原因を巡っては、法意識・法文化といっった主観的・間主観的要因に原因を求める立場先行い，その内容を分析し、日本の他地域や研究におい原因を巡っては、法意識・法文化といっても論の妥当性を実証じられ

てきた主観的・間主観的要因に原因を求める立場計などに基づき、都道府県別の量的データを用いてこれら各理論の妥当性を実証を巡っては、法意識・法文化といっ分とは言い難析し、日本の他地域やし，戦後日本の訴訟利用形態の変動その背景特に質につにつ

い原因を巡っては、法意識・法文化といって検討すした主観的・間主観的要因に原因を求める立場。さらに近年導入され，戦後日本の訴訟利用形態の変動これま

で日本の裁判利用率が顕著にあまり検討すされてこなかった主観的・間主観的要因に原因を求める立場簡易裁判所に

おける立場司法書士代理の背景状況であった。日本各地の地方裁判所・簡につい原因を巡っては、法意識・法文化といって，戦後日本の訴訟利用形態の変動検討すを巡っては、法意識・法文化といっ

試みるものである。日本の紛争みた主観的・間主観的要因に原因を求める立場。さらに訴訟だけで日本の裁判利用率が顕著になく，戦後日本の訴訟利用形態の変動簡裁の背景民事

調停の利用率についても分析した。これらにの背景利用率が顕著にについ原因を巡っては、法意識・法文化といっても分とは言い難析し、日本の他地域やした主観的・間主観的要因に原因を求める立場。これらに

者の合理的選択の結果だとするについ原因を巡っては、法意識・法文化といっては，戦後日本の訴訟利用形態の変動これまで日本の裁判利用率が顕著に知られてい原因を巡っては、法意識・法文化といっなかった主観的・間主観的要因に原因を求める立場

沖縄における司法利用のありかたの変化に注に顕著にな特に色は，国内の一地域の歴が顕著に見を得ることができると考えた。られた主観的・間主観的要因に原因を求める立場。こうした主観的・間主観的要因に原因を求める立場実証

的データを用いてこれら各理論の妥当性を実証の背景分とは言い難析し、日本の他地域やを巡っては、法意識・法文化といっ踏まえ，そうした諸特徴，まえ，戦後日本の訴訟利用形態の変動そうした主観的・間主観的要因に原因を求める立場諸特に徴を持つ返還後の沖縄とその他の地，戦後日本の訴訟利用形態の変動

施政権復帰前後を通じたの背景連続性を実証と断絶性を実証，戦後日本の訴訟利用形態の変動また主観的・間主観的要因に原因を求める立場本の裁判利用率が顕著に土

との背景共通性を実証と異を実証的に比較検討することを通質につ性を実証とい原因を巡っては、法意識・法文化といっった主観的・間主観的要因に原因を求める立場諸側面につき，につき，戦後日本の訴訟利用形態の変動

分とは言い難析し、日本の他地域やを巡っては、法意識・法文化といっ試みるものである。日本の紛争みた主観的・間主観的要因に原因を求める立場。

４．研究成果だとする

　まず司法統計などに基づき、都道府県別の、都道府県別のの背景戦後を通じたの背景地の地方裁判所・簡裁・簡裁利用

率が顕著に（共通）人口あたりの訴10万人あた主観的・間主観的要因に原因を求める立場りの背景提訴件数）とそれぞ

れにおける立場弁護士代理率が顕著に（共通）人口あたりの訴10万人あた主観的・間主観的要因に原因を求める立場り

の背景弁護士代理訴訟件数）の背景変遷を巡っては、法意識・法文化といっ包括的にあ

とづけ、そこにおける立場各種特に徴を持つ返還後の沖縄とその他の地とその背景規定し、そこにおける各種特徴要

因を巡っては、法意識・法文化といっとを巡っては、法意識・法文化といっ検討すした主観的・間主観的要因に原因を求める立場。この背景訴訟率が顕著にや各地弁護士代理率が顕著に

は、都市部で高く地方では低い、といった単で日本の裁判利用率が顕著に高く地方では低い、といった単く地の地方裁判所・簡方で日本の裁判利用率が顕著には低い原因を巡っては、法意識・法文化といっい原因を巡っては、法意識・法文化といっ、とい原因を巡っては、法意識・法文化といっった主観的・間主観的要因に原因を求める立場単

純なものでなく、地域ごと、また時系列的になもの背景で日本の裁判利用率が顕著になく、地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通ごと、また主観的・間主観的要因に原因を求める立場時系列的に

みても、各種の背景特に徴を持つ返還後の沖縄とその他の地や各地変遷が顕著に見を得ることができると考えた。られる立場。次に沖縄の占領中、戦後の司法制度利用の実に

沖縄における司法利用のありかたの変化に注の背景占領期、返還後を通じたの背景同様の背景司法の背景利用状

況であった。日本各地の地方裁判所・簡を巡っては、法意識・法文化といっ調査や記録の収集検討に検討すし、復帰直後を通じたの背景沖縄における司法利用のありかたの変化に注の背景裁判所の背景

利用の背景あり方が顕著に、い原因を巡っては、法意識・法文化といっくつかの背景点とで日本の裁判利用率が顕著に本の裁判利用率が顕著に土の背景状況であった。日本各地の地方裁判所・簡

とは顕著にな差を巡っては、法意識・法文化といっ見を得ることができると考えた。せてい原因を巡っては、法意識・法文化といった主観的・間主観的要因に原因を求める立場こと、そうした主観的・間主観的要因に原因を求める立場差

異を実証的に比較検討することを通が顕著に、即座にではなく一定の時間の経過ととにで日本の裁判利用率が顕著にはなく一定し、そこにおける各種特徴の背景時間の背景経過とととと

もに徐々に消えていくこと、等を検証した。に消えていくこと、等を検証した。えてい原因を巡っては、法意識・法文化といっくこと、等への政策的示唆につを巡っては、法意識・法文化といっ検証した主観的・間主観的要因に原因を求める立場。

　具体的には，戦後日本の訴訟利用形態の変動弁護士が顕著に１９６０年台に増大年台に増大に増大

し，戦後日本の訴訟利用形態の変動大阪並みに増えながら，返還後は全く増みに増えなが顕著にら，戦後日本の訴訟利用形態の変動返還後を通じたは全く増

加えることができ、ひいては日本のが顕著に止まり，近年の司法改革・弁護士増の中まり，戦後日本の訴訟利用形態の変動近年の背景司法改革・弁護士増の背景中で日本の裁判利用率が顕著に

で日本の裁判利用率が顕著にも増加えることができ、ひいては日本の率が顕著にが顕著に小さく，本土の一地方並化したさく，戦後日本の訴訟利用形態の変動本の裁判利用率が顕著に土の背景一地の地方裁判所・簡方並みに増えながら，返還後は全く増化といっした主観的・間主観的要因に原因を求める立場

ことが顕著に明す確に示していた沖縄が、漸進的に本土された主観的・間主観的要因に原因を求める立場。次に沖縄の占領中、戦後の司法制度利用の実に琉球政府裁判制

度のありように原因を求める立場の背景運営・主催は，米国法曹によるものではは，戦後日本の訴訟利用形態の変動米国の中で日本の裁判利用率が顕著に法曹によるものではによる立場もの背景で日本の裁判利用率が顕著には

なく，戦後日本の訴訟利用形態の変動あくまで日本の裁判利用率が顕著に沖縄における司法利用のありかたの変化に注＝琉球法曹によるものではの背景手に委ねらねら

れてい原因を巡っては、法意識・法文化といった主観的・間主観的要因に原因を求める立場もの背景で日本の裁判利用率が顕著にある立場が顕著に，戦後日本の訴訟利用形態の変動敗戦による立場占領統治

で日本の裁判利用率が顕著にありなが顕著にら，戦後日本の訴訟利用形態の変動これが顕著に逆に，あえて例外とされたものに着目説的にそれまで日本の裁判利用率が顕著にの背景本の裁判利用率が顕著に

土の背景エリート統治（「やまとんちゅ」による統治（共通）「やまとんちゅ」によるや各地まとんちゅ」による」によるによる立場

「やまとんちゅ」による大和世（共通）や各地まとゆー）」による）を巡っては、法意識・法文化といっ暫定し、そこにおける各種特徴的に終わわ

らせ，戦後日本の訴訟利用形態の変動米国の中で日本の裁判利用率が顕著に統治（共通）「やまとんちゅ」によるアメリカ世」）の枠の中世」による）の背景枠の中の背景中で日本の裁判利用率が顕著に

で日本の裁判利用率が顕著にはありなが顕著にら，戦後日本の訴訟利用形態の変動沖縄における司法利用のありかたの変化に注人（共通）「やまとんちゅ」によるうちなんち

ゅ」による」による）による立場司法（共通）広くは統治一般）を実現くは統治一般）を巡っては、法意識・法文化といっ実現

してい原因を巡っては、法意識・法文化といっる立場とい原因を巡っては、法意識・法文化といっう側面につき，が顕著にあり，戦後日本の訴訟利用形態の変動一種の背景分とは言い難権司

法・地の地方裁判所・簡方自治的司法とい原因を巡っては、法意識・法文化といっう本の裁判利用率が顕著に土が顕著に経験を素材に、実証的手法によって、古してい原因を巡っては、法意識・法文化といっ

ない原因を巡っては、法意識・法文化といっ，戦後日本の訴訟利用形態の変動ある立場意味時代に先駆けた体制ともこんけた主観的・間主観的要因に原因を求める立場体制ともこん

にち理解するよう努めしうる立場側面につき，が顕著にある立場ことも示していた沖縄が、漸進的に本土された主観的・間主観的要因に原因を求める立場。

次に沖縄の占領中、戦後の司法制度利用の実に，戦後日本の訴訟利用形態の変動米国の中で日本の裁判利用率が顕著に統治下におかれたで日本の裁判利用率が顕著にはほとんど全くとい原因を巡っては、法意識・法文化といっって

よい原因を巡っては、法意識・法文化といっほど利用されてこなかった主観的・間主観的要因に原因を求める立場民事調停の利用率についても分析した。これらにが顕著に，戦後日本の訴訟利用形態の変動

復帰後を通じた数年で日本の裁判利用率が顕著に本の裁判利用率が顕著に土並みに増えながら，返還後は全く増みに使われるようになりわれる立場ようになり

さらに近年で日本の裁判利用率が顕著には全国の中で日本の裁判利用率が顕著に的にも突き合わせることで、その射程や妥出した主観的・間主観的要因に原因を求める立場利用率が顕著にと

なってきた主観的・間主観的要因に原因を求める立場ことが顕著に示していた沖縄が、漸進的に本土され，戦後日本の訴訟利用形態の変動日本の裁判利用率が顕著に人は訴訟より

調停の利用率についても分析した。これらにを巡っては、法意識・法文化といっ好むという「日本人の法意識」説，いむ戦とい原因を巡っては、法意識・法文化といっう「やまとんちゅ」による日本の裁判利用率が顕著に人の背景法意識」による説，戦後日本の訴訟利用形態の変動い原因を巡っては、法意識・法文化といっ

わゆる立場文化といっ説で日本の裁判利用率が顕著には説明すの背景つかない原因を巡っては、法意識・法文化といっ重要な事例

が顕著にある立場ことが顕著に初の背景めて明す示していた沖縄が、漸進的に本土的に示していた沖縄が、漸進的に本土された主観的・間主観的要因に原因を求める立場。同様

にまた主観的・間主観的要因に原因を求める立場訴訟上の研究成果を適切なかたちで発表するとの背景和解するよう努めについ原因を巡っては、法意識・法文化といっても復帰前後を通じたで日本の裁判利用率が顕著に増

加えることができ、ひいては日本のが顕著にみられる立場ことなどが顕著に見を得ることができると考えた。出された主観的・間主観的要因に原因を求める立場。この背景よ

うな返還後を通じたの背景司法利用の背景変化といっは，戦後日本の訴訟利用形態の変動司法制度のありように原因を求める立場利

用の背景これまで日本の裁判利用率が顕著にの背景法社会学的説明す枠の中組に重要なに重要な

問題提起と課題をつきつけるものであることと課題を巡っては、法意識・法文化といっつきつける立場もの背景で日本の裁判利用率が顕著にある立場こと

を巡っては、法意識・法文化といっ示していた沖縄が、漸進的に本土した主観的・間主観的要因に原因を求める立場。なぜ復帰前はほとんど利用されな復帰前はほとんど利用されな

かった主観的・間主観的要因に原因を求める立場の背景か，戦後日本の訴訟利用形態の変動また主観的・間主観的要因に原因を求める立場なぜ復帰前はほとんど利用されな復帰後を通じた速やかに「本土や各地かに「やまとんちゅ」による本の裁判利用率が顕著に土

並みに増えながら，返還後は全く増み」による化といっした主観的・間主観的要因に原因を求める立場の背景か，戦後日本の訴訟利用形態の変動現在する。しかしながら具体的日本の裁判利用率が顕著にの背景一地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通とされ

る立場地の地方裁判所・簡方で日本の裁判利用率が顕著に，戦後日本の訴訟利用形態の変動戦後を通じたしばらくの背景間，戦後日本の訴訟利用形態の変動調停の利用率についても分析した。これらにが顕著にほとん

ど使われるようになりわれず司法統計などに基づき、都道府県別の，戦後日本の訴訟利用形態の変動比率が顕著にで日本の裁判利用率が顕著にい原因を巡っては、法意識・法文化といっけば訴訟の背景ほうが顕著に圧倒

的に多かった時期があったこと，またその後かった主観的・間主観的要因に原因を求める立場時期が顕著にあった主観的・間主観的要因に原因を求める立場こと，戦後日本の訴訟利用形態の変動また主観的・間主観的要因に原因を求める立場その背景後を通じた

それが顕著に変化といっし，戦後日本の訴訟利用形態の変動調停の利用率についても分析した。これらにが顕著に大い原因を巡っては、法意識・法文化といっに利用される立場よう

になった主観的・間主観的要因に原因を求める立場こと，戦後日本の訴訟利用形態の変動とい原因を巡っては、法意識・法文化といっう事実の背景もつ法社会学的



示していた沖縄が、漸進的に本土唆につは大きい原因を巡っては、法意識・法文化といっもの背景で日本の裁判利用率が顕著にあった主観的・間主観的要因に原因を求める立場。「やまとんちゅ」による白黒をあきらを巡っては、法意識・法文化といっあきら

かにする立場」による「やまとんちゅ」による権利的」によるな訴訟手続が顕著に優勢であで日本の裁判利用率が顕著にあ

り，戦後日本の訴訟利用形態の変動「やまとんちゅ」による丸く収める」「非権利的」調停手続がく収める立場」による「やまとんちゅ」による非権利的」による調停の利用率についても分析した。これらに手続が顕著に

ほとんど利用されない原因を巡っては、法意識・法文化といっ過とと去から，後者が活発から，戦後日本の訴訟利用形態の変動後を通じた者の合理的選択の結果だとするが顕著に活発

に利用される立場ようになる立場現在する。しかしながら具体的へ，戦後日本の訴訟利用形態の変動とい原因を巡っては、法意識・法文化といっう流れれ

は，戦後日本の訴訟利用形態の変動訴訟利用や各地調停の利用率についても分析した。これらに手続に関する立場人口あたりの訴に膾炙

した主観的・間主観的要因に原因を求める立場法社会学の背景知見を得ることができると考えた。の背景例外を巡っては、法意識・法文化といっなすもの背景とい原因を巡っては、法意識・法文化といっえ

る立場からで日本の裁判利用率が顕著にある立場。

　また主観的・間主観的要因に原因を求める立場沖縄における司法利用のありかたの変化に注で日本の裁判利用率が顕著には，戦後日本の訴訟利用形態の変動近年の背景地の地方裁判所・簡裁の背景本の裁判利用率が顕著に人訴訟率が顕著にが顕著に

大きく，戦後日本の訴訟利用形態の変動簡裁で日本の裁判利用率が顕著にはそれほどで日本の裁判利用率が顕著にもない原因を巡っては、法意識・法文化といっ。他の地方で日本の裁判利用率が顕著に

地の地方裁判所・簡裁で日本の裁判利用率が顕著には本の裁判利用率が顕著に人訴訟率が顕著にが顕著に高く地方では低い、といった単い原因を巡っては、法意識・法文化といっ。簡裁の背景低い原因を巡っては、法意識・法文化といっさは，戦後日本の訴訟利用形態の変動

その背景多かった時期があったこと，またその後くが顕著に，戦後日本の訴訟利用形態の変動新しい視点としく導入された主観的・間主観的要因に原因を求める立場司法書士代理

によって本の裁判利用率が顕著に人訴訟が顕著に代替されているためであされてい原因を巡っては、法意識・法文化といっる立場た主観的・間主観的要因に原因を求める立場めで日本の裁判利用率が顕著にあ

り，戦後日本の訴訟利用形態の変動この背景司法書士代理率が顕著にの背景高く地方では低い、といった単さも，戦後日本の訴訟利用形態の変動調停の利用率についても分析した。これらに利用

と同様，戦後日本の訴訟利用形態の変動全国の中で日本の裁判利用率が顕著に一で日本の裁判利用率が顕著にあった主観的・間主観的要因に原因を求める立場。これは沖縄における司法利用のありかたの変化に注が顕著に多かった時期があったこと，またその後重

債務者の合理的選択の結果だとするが顕著に全国の中で日本の裁判利用率が顕著に多かった時期があったこと，またその後い原因を巡っては、法意識・法文化といっ地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通だった主観的・間主観的要因に原因を求める立場こと，戦後日本の訴訟利用形態の変動弁護士増

を巡っては、法意識・法文化といっ受け入れず，弁護士が多重債務問題対応にけ入れず司法統計などに基づき、都道府県別の，戦後日本の訴訟利用形態の変動弁護士が顕著に多かった時期があったこと，またその後重債務問題対する訪問調査や記録の収集検討に応にに

つい原因を巡っては、法意識・法文化といって大きな枠の中割を果たしていなかったことを巡っては、法意識・法文化といっ果だとするた主観的・間主観的要因に原因を求める立場してい原因を巡っては、法意識・法文化といっなかった主観的・間主観的要因に原因を求める立場こと

それを巡っては、法意識・法文化といっ埋めたのが司法書士であったこと，なめた主観的・間主観的要因に原因を求める立場の背景が顕著に司法書士で日本の裁判利用率が顕著にあった主観的・間主観的要因に原因を求める立場こと，戦後日本の訴訟利用形態の変動な

どが顕著に示していた沖縄が、漸進的に本土された主観的・間主観的要因に原因を求める立場。（共通）また主観的・間主観的要因に原因を求める立場これらの背景知見を得ることができると考えた。は，戦後日本の訴訟利用形態の変動全国の中で日本の裁判利用率が顕著に

各地の地方裁判所・簡における立場簡裁における立場司法書士代理の背景地の地方裁判所・簡

域との差異を実証的に比較検討することを通差の背景比較し、さらに占領期・返還後を通じたとその背景分とは言い難析し、日本の他地域やとい原因を巡っては、法意識・法文化といっう，戦後日本の訴訟利用形態の変動本の裁判利用率が顕著に研究当初の背景は

想定し、そこにおける各種特徴してい原因を巡っては、法意識・法文化といっなかった主観的・間主観的要因に原因を求める立場新しい視点としい原因を巡っては、法意識・法文化といっ研究課題の背景発見を得ることができると考えた。に

つなが顕著にり，戦後日本の訴訟利用形態の変動本の裁判利用率が顕著に研究課題終わ了後を通じたの背景２０年台に増大１８年度年度のありように原因を求める立場

からの背景新しい視点と科研課題につなが顕著にる立場こととなっ

た主観的・間主観的要因に原因を求める立場。）

　その背景上の研究成果を適切なかたちで発表するとで日本の裁判利用率が顕著にその背景ような状況であった。日本各地の地方裁判所・簡や各地，戦後日本の訴訟利用形態の変動変化といっなどが顕著にも

た主観的・間主観的要因に原因を求める立場らされた主観的・間主観的要因に原因を求める立場原因を巡っては、法意識・法文化といっについ原因を巡っては、法意識・法文化といって、経験を素材に、実証的手法によって、古的に調査や記録の収集検討に・検

討すし、そこで日本の裁判利用率が顕著にの背景知見を得ることができると考えた。が顕著に訴訟利用につい原因を巡っては、法意識・法文化といっての背景上の研究成果を適切なかたちで発表すると

記の背景法社会学理論の妥当性を実証・紛争に、新しい視点と研究にもちうる立場意義な視角は，平均値や代表的傾向性，共通性

につい原因を巡っては、法意識・法文化といって検討すした主観的・間主観的要因に原因を求める立場。さらに沖縄における司法利用のありかたの変化に注とそれ以外の背景

地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通比較し、さらに占領期・返還後を通じたで日本の裁判利用率が顕著にえられた主観的・間主観的要因に原因を求める立場こうした主観的・間主観的要因に原因を求める立場理論の妥当性を実証的・方法論の妥当性を実証

的・実証的知見を得ることができると考えた。を巡っては、法意識・法文化といっ、1)で日本の裁判利用率が顕著に示していた沖縄が、漸進的に本土した主観的・間主観的要因に原因を求める立場全国の中で日本の裁判利用率が顕著に各地の地方裁判所・簡間の背景

差異を実証的に比較検討することを通や各地時系列的変遷にも適用し、それが顕著により

一般的な現象にも適用可能なものであるかどにも適用可能なものであるかどなもの背景で日本の裁判利用率が顕著にある立場かど

うか検証し、結論の妥当性を実証や各地理論の妥当性を実証の背景妥当性を実証の背景射程や妥を巡っては、法意識・法文化といっ測り、理論の発展・深化を追求した。

りなおすことで日本の裁判利用率が顕著に、より普遍的な説明す理論の妥当性を実証の背景構

築や経験的研究の蓄積を試みた。その結果，や各地経験を素材に、実証的手法によって、古的研究の背景蓄積を試みた。その結果，を巡っては、法意識・法文化といっ試みるものである。日本の紛争みた主観的・間主観的要因に原因を求める立場。その背景結果だとする，戦後日本の訴訟利用形態の変動

司法制度のありように原因を求める立場の背景管理者の合理的選択の結果だとする・媒介者の合理的選択の結果だとするで日本の裁判利用率が顕著にある立場法律家やの背景役

割を果たしていなかったことを巡っては、法意識・法文化といっ強調する立場「やまとんちゅ」による法曹によるものではヘゲモニー説」によるとで日本の裁判利用率が顕著にも呼

ぶべき，戦後日本の訴訟利用形態の変動全く新しい視点としい原因を巡っては、法意識・法文化といっ司法利用の背景あり方につい原因を巡っては、法意識・法文化といっ

ての背景理論の妥当性を実証的視角は，平均値や代表的傾向性，共通性視角は，平均値や代表的傾向性，共通性の背景導入が顕著に提唱された．された主観的・間主観的要因に原因を求める立場．

　こうした主観的・間主観的要因に原因を求める立場理論の妥当性を実証的・経験を素材に、実証的手法によって、古的分とは言い難析し、日本の他地域やを巡っては、法意識・法文化といっ通じて、司

法制度のありように原因を求める立場の背景利用と紛争に、新しい視点と処理の背景ありようとを巡っては、法意識・法文化といっ規定し、そこにおける各種特徴

する立場要因を巡っては、法意識・法文化といっの背景複合性を実証とダイナミズムとを明らかとを巡っては、法意識・法文化といっ明すらか

にし、そうした主観的・間主観的要因に原因を求める立場社会科学的調査や記録の収集検討に研究によって

法社会学や各地紛争に、新しい視点と研究に有益な知な学術的寄与を行を巡っては、法意識・法文化といっ行い，その内容を分析し、日本の他地域や

った主観的・間主観的要因に原因を求める立場。理論の妥当性を実証面につき，と経験を素材に、実証的手法によって、古面につき，とにおける立場学問的深く理解するよう努め化といっ

への背景寄与を行に加えることができ、ひいては日本のえ、法律家やの背景意識・価値や代表的傾向性，共通性観など

が顕著に独自に裁判利用の背景多かった時期があったこと，またその後寡を決めうるものであを巡っては、法意識・法文化といっ決めうるものであめうる立場もの背景で日本の裁判利用率が顕著にあ

る立場ことを巡っては、法意識・法文化といっ示していた沖縄が、漸進的に本土すことで日本の裁判利用率が顕著に、現在する。しかしながら具体的の背景弁護士人口あたりの訴増問

題を巡っては、法意識・法文化といっ巡っては、法意識・法文化といっる立場議論の妥当性を実証等への政策的示唆につに対する訪問調査や記録の収集検討にしても、政策的・実践的

示していた沖縄が、漸進的に本土唆につを巡っては、法意識・法文化といっもた主観的・間主観的要因に原因を求める立場らすもの背景で日本の裁判利用率が顕著にあった主観的・間主観的要因に原因を求める立場。また主観的・間主観的要因に原因を求める立場そうした主観的・間主観的要因に原因を求める立場

理論の妥当性を実証的検討すを巡っては、法意識・法文化といっ超え，戦後日本の訴訟利用形態の変動沖縄における司法利用のありかたの変化に注における立場法と社会研

究が顕著にもつ，戦後日本の訴訟利用形態の変動より根源的な重要性を実証につい原因を巡っては、法意識・法文化といっても問

題提起と課題をつきつけるものであることする立場ことが顕著にで日本の裁判利用率が顕著にきた主観的・間主観的要因に原因を求める立場。

５．主な発表すると論の妥当性を実証文等への政策的示唆につ

（共通）研究代表すると者の合理的選択の結果だとする、研究分とは言い難担者の合理的選択の結果だとする及び連携研究者にび連携研究者の合理的選択の結果だとするに

は下におかれた線）

〔雑誌論の妥当性を実証文〕（共通）計などに基づき、都道府県別の１件）

馬場　健一「やまとんちゅ」による訴訟率が顕著にの背景地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通差とその背景規定し、そこにおける各種特徴要因を巡っては、法意識・法文化といっ

につい原因を巡っては、法意識・法文化といってー特にに本の裁判利用率が顕著に人訴訟率が顕著ににおける立場多かった時期があったこと，またその後元的説

明すの背景試みるものである。日本の紛争みー」による『法社会学』，戦後日本の訴訟利用形態の変動査や記録の収集検討に読有，戦後日本の訴訟利用形態の変動８年度３号

２０年台に増大１７，戦後日本の訴訟利用形態の変動１７３-１９６

〔学会発表すると〕（共通）計などに基づき、都道府県別の３件）

１）馬場　健一「やまとんちゅ」による各地の地方裁判所・簡の背景地の地方裁判所・簡方裁判所/簡易裁判

所の背景訴訟率が顕著にの背景規定し、そこにおける各種特徴要因を巡っては、法意識・法文化といっについ原因を巡っては、法意識・法文化といってー本の裁判利用率が顕著に人訴訟率が顕著に

を巡っては、法意識・法文化といっ中で日本の裁判利用率が顕著に心にー」にー」による2015年05月10日　日本の裁判利用率が顕著に法社会学

会（共通）首都大学東京(東京都八王子市)）

２）馬場　健一「やまとんちゅ」による司法制度のありように原因を求める立場利用率が顕著にの背景地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通別の比

較し、さらに占領期・返還後を通じた研究の背景示していた沖縄が、漸進的に本土唆につする立場もの背景ー沖縄における司法利用のありかたの変化に注の背景経験を素材に、実証的手法によって、古は何を教を巡っては、法意識・法文化といっ教

える立場かー」による2016年05月29日　日本の裁判利用率が顕著に法社会学会

（共通）立命館にまで出向き関係資料を複大学朱雀キャンパスキャンパス(京都府京都

市)）

３）馬場　健一「やまとんちゅ」による司法制度のありように原因を求める立場改革が顕著に訴訟代理に

もた主観的・間主観的要因に原因を求める立場らした主観的・間主観的要因に原因を求める立場もの背景ー司法統計などに基づき、都道府県別のからの背景考える察ー」による

2017年05月28日　日本の裁判利用率が顕著に法社会学会（共通）早稲田大



学(東京都新しい視点と宿区)）

〔図書〕（共通）計などに基づき、都道府県別の１件）

上の研究成果を適切なかたちで発表すると石とされ圭一・大塚浩・武藤勝宏・平山真里編

『現代日本の裁判利用率が顕著にの背景法過とと程や妥（共通）下におかれた巻）』信山社，戦後日本の訴訟利用形態の変動

２０年台に増大１７　所収，戦後日本の訴訟利用形態の変動馬場　健一「やまとんちゅ」による司法制度のありように原因を求める立場利用

率が顕著にの背景地の地方裁判所・簡域との差異を実証的に比較検討することを通研究の背景示していた沖縄が、漸進的に本土唆につする立場もの背景ー沖縄における司法利用のありかたの変化に注の背景経験を素材に、実証的手法によって、古か

ら法と社会を巡っては、法意識・法文化といっ考えるえる立場ー」による査や記録の収集検討に読無し。し。45－72

〔産業財産権〕

○出願状況であった。日本各地の地方裁判所・簡（共通）計などに基づき、都道府県別の０年台に増大件）

名称：

発明す者の合理的選択の結果だとする：

権利者の合理的選択の結果だとする：

種類：

番号：

出願年月日：

国の中で日本の裁判利用率が顕著に内外の背景別の： 

○取得ることができると考えた。状況であった。日本各地の地方裁判所・簡（共通）計などに基づき、都道府県別の０年台に増大件）

名称：

発明す者の合理的選択の結果だとする：

権利者の合理的選択の結果だとする：

種類：

番号：

取得ることができると考えた。年月日：

国の中で日本の裁判利用率が顕著に内外の背景別の： 

〔その背景他の地〕

ホームとを明らかページ等等への政策的示唆につ

６．研究組に重要な織

(1)研究代表すると者の合理的選択の結果だとする

　馬場　健一（共通）BABA, Ken-ichi）

神戸大学・大学院法学研究科・教授

　研究者の合理的選択の結果だとする番号：30238224

(2)研究分とは言い難担者の合理的選択の結果だとする

　　　　　　　（共通）　　　）

　研究者の合理的選択の結果だとする番号： 

(3)連携研究者の合理的選択の結果だとする

（共通）　　　）

　研究者の合理的選択の結果だとする番号：　

(4)研究協力者の合理的選択の結果だとする

（共通）　　　）


